
令和７年（１０～１２月）あさひかわ商工会  

小規模事業者景況調査報告書（第４０号） 

●北海道経済概況の推移（経済産業省北海道経済産業局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●道北経済概況の推移（財務省北海道財務局旭川財務事務所） 

 令和７年８月 令和７年８月 

総 括 判 断  持ち直している。 
持ち直しのテンポが緩やかになってい
る。 

個 人 消 費  物価高の影響がみられるなか、緩やかに
持ち直している。 

持ち直しのテンポが緩やかになってい
る。 

観 光 回復している。 回復のテンポが緩やかになっている。 

公 共 事 業  前年を上回る。 前年を上回る。 

住 宅 建 設  弱含んでいる。 弱含んでいる。 

雇 用 情 勢  持ち直しつつある。 持ち直しつつある。 

 

●中小企業景況調査（独立行政法人 中小企業基盤整備機構） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ９月 １２月 

総 括 判 断  緩やかに持ち直している 
一部に弱い動きがみられるものの、緩
やかに持ち直している 

生 産 活 動  持ち直しの兆しがみられる 弱含み 

個 人 消 費  一部に足踏みがみられるものの、緩やか

に改善している 

一部に足踏みがみられるものの、緩や
かに改善している 

観 光 改善が続いている 改善が続いている 

公 共 工 事  増加した 減少した 

住 宅 建 設  弱まっている 弱まっている 

民間設備投資  増加している 増加している 

雇 用 動 向  弱含んでいる 弱含んでいる 

企 業 倒 産  件数、負債総額とも減少した 件数、負債総額とも減少した 

１ 

 

２０２５年１０－１２月期の全

産業の業況判断ＤＩ（「好転」－

「悪化」）は、▲17.5（前期

▲16.8、前期差0.7ポイント減）

とやや低下し、２期連続してマイ

ナス幅が拡大した。 

産業別に見ると、製造業の業況

判断ＤＩは、▲17.8（前期

▲19.6、前期差1.8ポイント増）

と上昇し、２期ぶりにマイナス幅

が縮小した。また、非製造業の業

況判断ＤＩは、▲17.4（前期

▲15.9、前期差1.5ポイント減）

と低下し、２期連続してマイナス

幅が拡大した。 



 

●あさひかわ商工会では、地域内小規模事業者の「景況確認」についての調査を令和７年１０月１日～

令和７年１２月３１日までの期間実施し、その概要を以下のとおりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 DI ＝ 売上増加企業割合 － 売上減少企業割合 
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業種別売上高ＤＩ値の推移

製造業 建設業 卸小売業 飲食業 生活関連サービス業 その他サービス業

全業種の売上高ＤＩ値は、△６と前回調査より 5ポイント減少した。 

業種別には、製造業が△75ポイントと前回調査時より 135ポイント減少した。建設業は、14ポイント（21ポイン

トの増加）、卸小売業は、25ポイント（25ポイントの増加）、飲食業は、0ポイント（29ポイントの増加）、生活関

連サービス業は、△25 ポイント（増減なし）、その他サービス業は、△43 ポイント（63 ポイントの減少）となっ

た。 

全業種 DI  △ ６ 

個人事業所 ３９ 件 

法人事業所  １４ 件 

合 計 ５３ 件 

 

業 種 件 数 

製造業 ４ 件 

建設業  １４ 件 

卸小売業 １４ 件 

飲食業 ８ 件 

生活関連サービス業 ８ 件 

その他サービス業 ７ 件 

合 計 ５３ 件 

   

32%

30%

38%

全業種の売上高DI値

増加した

同じ

低下した



 

 

 

 

 

３ 

0

2

4

6

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

製 造 業

0

2

4

6

8

10

12

14

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

建 設 業

0

2

4

6

8

10

12

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

卸 小 売 業



 

 

 

 

 

４ 

0

2

4

6

8

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

飲 食 業

0

2

4

6

8

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

生活関連サービス業

0

2

4

6

8

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

増
加
し
た

同
じ

減
少
し
た

増
加
し
た

同
じ

低
下
し
た

良
い

不
変

悪
い

あ
る

な
い

あ
る
（
正
社
員
）

あ
る
（
パ
ー
ト
）

な
い

良
い

不
変

悪
い

売上高 仕入（売上原

価）

粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し

その他サービス業



第２ 部 経営力を高める小規模事業者の持続的発展と 地域貢献（小規模企業白書より） 

第１章 持続的発展に向けた経営力の向上 

第１部では、中小企業・小規模事業者を取り巻く外部環境や中小企業・小規模事業者が直面する課題等について

概観した。深刻化する人材不足、「金利のある世界」の到来、円安・物価高騰を背景とした生産・投資コストの増

加など、中小企業・小規模事業者の経営環境は、厳しい状況にあることが確認された。 

こうした中、我が国経済全体が成長するためには、全国各地の地域経済の成長・発展が必要であり、とりわけ地

域とのつながりが強い小規模事業者の持続的発展が不可欠となる。小規模事業者が経営環境の変化に対応し、需要

を見据えて経営力を向上させていくこと、中長期を見据えた経営を行っていくことにより、事業を持続的に発展さ

せていく必要がある。 

そこで本章では、中小企業・小規模事業者を対象としたアンケート「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動

に関する調査 43」 、 中小企業支援機関及び地方公共団体を対象とした「令和６年度中小企業支援機関の取組と

課題に関する調査 44」を用いて、小規模事業者の持続的発展に 向けた経営力の向上に重要と考えられる取組を確

認していく。その上で、地域経済において小規模事業者はどのような役割を果たしているのかについて確認してい

く。 

 

第１節 小規模事業者の経営力の向上 

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期） 45」（以下、「基本計画」という。 ）では、「こうした時代の転換点にあ

っては、過去の延長で日々の経営を続けていく従来型のビジネスモデルでは立ち行かなくなる可能性が高い。事業

の拡大を目指す意欲的な小規模事業者はもとより、事業を持続し地域を支え続ける小規模事業者においても賃上

げを実現し、金利等のコストを負担していくためには、時代の変化に応じて経営力を向上させ、これまで以上に

『稼ぐ力』を高めていく必要がある」と指摘しているとおり、自社の現状を正確に見定め、適切な対策を打つ力、

すなわち経営者の「経営力」が、小規模事業者の事業の拡大や持続的発展に重要であると考えられる。そこで、本

節においては、小規模事業者が置かれている現状と経営課題を改めて確認した上で、小規模事業者の経営力の向上

に向けた取組について、「強みの伸長と販路の拡大」 、「経営管理の強化」 、「経営計画 46の策定と運用」 の重

要な取組に着目し、 優良事例を交えつつ、分析を行う。 

 

小規模事業者の現状と経営課題 

まず、小規模事業者の現状と直面している経営課題について確認していく。 

 

① 小規模事業者の現状 

始めに、我が国の人口の推移を確認する。第 2-

1-1 図は、我が国の年齢階級別人口及び高齢化率

（65 歳以上人口割合）の推移を確認したもので

ある。これを見ると、我が国の総人口は 2010 年

をピークに、その後減少傾向にあり、2070 年ま

でに約 8,700 万人にまで減少すると推計されて

いる。また、高齢化率は上昇傾向にあり、2070 年

までに総人口の約４割に達すると推計されてい

る 

 

５ 



 

次に、市区町村を人口増減率の低い順に四分位

で四つの区分（以下、「人口増減率区分 47」とい

う。 ）に分類し、人口増減率を確認する。第 2-

1-2 図は、市区町村別に、人口増減率を確認した

ものである。これを見ると、人口が増加している

又は減少が最も少ない「区分４」の地域は、三大

都市圏 48をはじめとした各都道府県の県庁所在

地付近に多く、最も人口減少が進んでいる「区分

１」の地域は、地方圏 49の中山間地域などに多

く見られる。 

 

第 2-1-3 図は、人口増減率区分別に、企業規模

別の事業所数の構成割合を確認したものである。こ

れを見ると、人口が増加している又は減少が最も少

ない「区分４」の地域においても、過半数を「小規

模事業者」が占めているが、最も人口減少が進んで

いる「区分１」の地域になるにつれ、「小規模事業

者」が全体に占める割合が高くなっていることが分

かる。 

 

 

次に、小規模事業者の商圏範囲について確認する。

第 2-1-4 図は、企業規模別に、主な商圏範囲を確認し

たものである。これを見ると、「中規模企業」と比較

して、「小規模事業者」の方が、主な商圏範囲が「同

一市区町村」 、「近隣市区町村」と回答した割合が高

い。このことから、小規模事業者は地域に根ざした事

業を行っている様子がうかがえる。 

 

第 2-1-5 図は、主な商圏範囲別に、小規模事業者におけ

る、顧客数の見通しを確認したものである。 これを見る

と、 商圏範囲が狭くなるにつれて、 顧客数の見通しが

「減少」と回答した割合が高くなっている。このことか

ら、 商圏範囲が狭い事業者ほど、今後、顧客の獲得が難

しくなっていくことが推察される。 

 

６ 


